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COVID-19 の感染拡大による外出自粛に伴い，移動需要が急激に低下している．我が国の公共交通業界

は収入が大きく落ち込み，公共交通サービスの提供の継続が困難な状況に直面している．公共交通の受け

た影響の規模を把握するために，経営状況への影響度を多面的に把握する必要がある．本研究では，全国

の上場交通事業者が開示する決算資料を集計し，営業収益や営業利益・損失の推移，雇用調整助成金の受

取状況を分析した．その結果，交通事業者の危機的状況は加速しており，赤字・減収に対する支援も不十

分であることが示された． 
     Key Words: COVID-19, public transportation, corporate management, transit service crisis 

 
 

1. 研究の背景と目的 
 
 2020年初頭からその影響が顕在化した COVID-19の感

染拡大により，人々の生活や経済の活動は非常に甚大な

影響を受けている．我が国では 2020年 4月 7日に第 1回
目の緊急事態宣言が発令され，学校も休校となるなど，

人々の生活に大きな影響を及ぼした．さらに影響は長期

化し，これまでに緊急事態宣言は 3度発令し，さらに，

感染の波が本項執筆時点で”第 4 波”まで言われており，

これまでに感染の拡大と縮小を何度も繰り返しつつ，未

だ COVID-19 による影響の収束は見通せない状況にある． 
それに伴い，公共交通事業は極めて深刻な影響を受け

ている．国土交通省1)の調査では，感染拡大の影響が最

も深刻であった2020年4月では，新幹線や航空などの都

市間交通輸送が対前年(2019)同月比約 9 割減少，路線バ

スなどの都市内交通輸送が対前年同月比約 6割減少とな

っている．その後，緊急事態宣言の解除や，GoTo トラ

ベル事業に代表される移動活性化策により需要は最悪の

時期から回復はしているものの，COVID-19 前の水準ま

で完全には戻りきっておらず，概ね，都市間交通で 5割
程度，都市内交通で 8割程度の回復状況となっている． 
公共交通は，人々の暮らし，そして経済活動にとって

欠かすことのできない社会基盤であり，質が高く，そし

て安定したサービスの提供が必要不可欠である．しかし

ながら前述のように公共交通事業は，深刻なダメージを

長期に亘って受け続け，さらに未だ回復をしておらず，

その影響は拡大し続けている．運輸収入が大きく落ち込

んだ交通事業者は，路線の維持のため，減便や終電時刻

の繰り上げを余儀なくされている．とりわけ，採算性が

高く，地域交通維持のための内部補助の原資となってい

た都市間交通の収益の大幅の悪化，そしてその影響の長

期化は，採算性の低い地域交通のあり方に向けた議論を

加速させることとなってしまっている（例えば，西日本

旅客鉄道(株)2021年社長会見2)）．この状況が続けば，路

線網の縮小，運行廃止等の影響に留まらず，デジタル化

の投資の遅れ，安全問題などの発生も懸念される．そし

て，こうした影響は利用者や地域経済・国家の経済にも

影響が跳ね返ることとなる． 
こうした現状に対し，政府や自治体は公共交通サービ

スの安定供給のため，それを支える事業者を支援する

様々な方策を講じてきた．中でも，公共交通事業者に限

定された助成ではないが，新型コロナウイルス感染症の

影響により，事業活動の縮小を余儀なくされた場合に，

従業員の雇用維持を図るために休業等の雇用調整を実施
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したり，労働者を出向させることで雇用を維持し続ける

方策を支援する「雇用調整助成金」を，多くの公共交通

事業者が活用しており，行政機関も「雇用調整助成金」

制度を支援策の１つとして掲げている． 
しかしながら，現在までに講じられた支援策や制度が

十分であるかどうか，現時点で判断を行うことは難しい．

そして，影響の長期化が必至である状況下では，これま

での影響，またこれからの影響がどの程度必要であるか

をできるだけ迅速かつ的確に把握した上で，市民生活の

足であり，地域・国家経済を支える公共交通事業の安定

的なサービス供給のための政策・施策を議論することは

必要不可欠である．しかしながら，未曾有のパンデミッ

クという事態下で，公共交通事業への影響は十分に論じ

られておらず，その議論のためのデータも十分には整っ

ていない． 
こうした課題認識から，COVID-19禍での公共交通事

業の安定供給に向けた議論に資することを企図し，本研

究では，上場する企業が公表する「IR 資料」に着目し，

COVID-19 が公共交通事業者の経営に与えた影響や，雇

用調整助成金の受給状況を把握することを目的とする． 
 
 

2. COVID-19の感染拡大による公共交通事業への
影響に関する既往調査・研究のレビュー 

 
(1) 公共交通事業の減収状況に関する既往研究 
 COVID-19 は突如世界的に発生し急速に拡大し，最近

では未経験のパンデミックであったこともあり，交通運

輸部門への影響の把握は十分に捕捉しきれていないのが

実態である． 
国内の交通部門への影響は，国土交通省 1)が交通手段

別に旅客数や運賃収入などの実績を調査し，公表してい

る．直近の 2021年4月では，航空の輸送人員は国際線で

96％減少，国内線で 61％減少，高速バスの運送収入は 6
割の事業者で 2019 年同月比 70％以上減少，路線バスの

運送収入は 3 割の事業者で 2019 年同月比 30％以上減少

しており，陸運，航空とともに公共交通利用の回復に至

っていないという実態の把握がなされている． 
 こうした事態に対し，公共交通事業者の経営への影響

について，日本モビリティ・マネジメント会議(2020)3) は
2020年 5月，交通事業者を対象にアンケート調査を実施

し，436件の回答を得た．その結果，およそ半数の交通

事業者が，8 月中旬頃までに事業継続が困難になると回

答した．また，事業者の過半数が，賃金・損失への補償

や，税金の減免が必要という回答を得ている． 
また，大幅な減収が見込まれる可能性も指摘されてい

た．日本モビリティ・マネジメント会議(2020) 4)は，国内

でCOVID-19の感染拡大が始まった 2020年 4月末の段階

で，COVID-19 の感染拡大と移動自粛が公共交通に与え

る影響について試算し，その結果，2020年の 1年間で公

共交通事業者全体で最低3.5兆円，最大8.3兆円に及ぶ可

能性があることを指摘している．また，神田・中村

(2021) 5) は，上記の推計手法により，国土交通省の調査 1)

により得られた公共交通利用実績調査結果を用いて 1年
間の減収額を推計したところ，公共交通事業全体で 6-7
兆円規模に及んだと推計している． 
 上記のように，公共交通事業への影響について月次単

位での乗客数の減少については調査がなされている．一

方で収益に及ぼした影響については，公共交通事業全体

でのマクロレベルでの推計はなされているが，収入額以

外に利益や助成金の受給状況や経営支援に対する効果関

する調査・研究はなされていない．  
 
(2) 海外の公共交通事業への影響に及ぼす既往研究 
 COVID-19 が公共交通事業に与えた影響についての研

究は，海外諸国でも展開されている．また，既往研究を

大別すると，主には乗客数の減少の状況，利用者の心理

への影響，回復に要する期間に関する研究に大別される． 
例えば Vickerman(2021) 6)は，イギリス国内の 2020 年 3

月 1日から 2020年 11月末までの公共交通の利用率を，

ロンドン運輸局の統計を用いて分析し，その結果，鉄道

の利用率はロックダウン後に 5％を下回り，その後 8 月

末までに約 40％まで回復したものの、COVID-19 の再拡

大によって再び低下し、11 月には 25％を下回っていた．

また，バスの利用率は，ロックダウン後，約11〜12％ま

で低下しており，その後9月までに約60％まで緩やかに

回復したが，再拡大の影響によって，11 月には 50％未

満まで落ち込んでいることが示された． 
また，沖本(2020) 7)は，アメリカ国内の2020年1月～12

月の公共交通の利用率を，米国運輸省の統計を用いて分

析し，バス，鉄道，航空の国内線・国際線ともに，アメ

リカ国内での COVID-19 の感染拡大と同時に利用率が大

きく落ち込んでおり，以降は徐々に回復しているものの，

全ての業態で利用率は 50％以下に留まっていることが

示された．上記のように，公共交通利用が回復しない状

況は，海外諸国でも日本国内と共通している． 
このように交通需要が落ち込んだ背景には，COVID-

19 禍が公共交通利用者の心理に大きな影響を与えてい

ることも指摘されている．例えば Przybylowski ら(2021) 8)

は，2020年 5月から 6月にかけて，ポーランド・グダニ

スク市の公共交通利用者 302人にアンケート調査を行い，

移動への意欲や，安全基準の認識の傾向を分析した．そ
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の結果，回答者の 90％が公共交通の利用を中止または

制限していることが示された．利用を制限する原因とし

て，オンラインでの仕事や e-ラーニングへの切り替え，

新型コロナウイルスの感染に対する不安が大きいことが

示されている．しかしながら，COVID-19 によりモビリ

ティが損なわれることに対する抵抗感の存在も明らかと

なっている．Sabatら(2020) 9)は，欧州7か国の市民を対象

に 2020年 4月にアンケート調査を行い，COVID-19の感

染拡大防止策に対して市民が抱いている感情を分析した

結果，最も反対された感染防止策は公共交通機関の停止

であり，特に高齢者や遠隔地に住む市民は強く反対する

傾向があったことを指摘している． 
交通需要が COVID-19禍以前の水準まで回復するまで

には，非常に長い年月を要すると指摘する既往研究も多

い． 例えば，Sobieralski(2020) 10)は，テロや戦争，パンデ

ミックなど不確実なショック事象がアメリカの航空業界

に与えた影響について，1991 年から 2019 年まで航空事

業者の決算資料や政府の統計により分析し，突発的なシ

ョック事象からその回復には 4年から 6年を要したと推

定している．また，Gudmundssonら(2021) 11)は，1970年か

ら 2019 年までの世界銀行の統計を用い，世界の航空輸

送業界における，経済ショックからの時間的な回復の関

係を推計し，世界の旅客需要が COVID-19以前の水準ま

で回復するには 2.4 年，最も悲観的な推計では 6 年かか

るとしている． 
 一方で，公共交通事業の収入に与えた影響に関する研

究は僅かながら存在する．Munawarら(2021) 12)は，オース

トラリア国内における COVID-19 の感染拡大防止策によ

る交通システムへの影響について，政府の統計や事業者

のデータソースにより分析し，2020年度の国際便を運航

しているオーストラリアの航空事業者の収益は対前年比

で 31.5％減少すると推定している． 
 
 
3. 本研究の位置付けと構成 

 
現時点では COVID-19禍はまだ脱しておらず公共交通

事業者はその影響の渦中にあり，COVID-19 による影響

の把握は，利用者数を指標とした影響調査は実施されて

いるが，利益や経営状況への影響，支援策の効果につい

ては，まだ十分にデータが整っていない状況であり，国

内・海外とも分析・議論がなされていない．特に，事業

者の経営にどのような影響を与えているか，１つの交通

手段ではなく，公共交通と称される手段を含めた，総合

的な公共交通サービスの観点で経営に与えた影響に関す

る分析は，本論文の執筆時点では確認できていない．し

かしながら，公共交通事業が危機的な状況に置かれてか

らその期間が長く，事業者の経営状況の悪化が日に日に

進む中，経営状況に関する議論を進めることは，公共交

通サービス提供の持続の観点では必要不可欠である． 
このような背景や課題認識から，本研究では， 

COVID-19 が公共交通事業経営に与えた影響について，

株式市場に上場する交通事業者が発表する決算短信等の

IR 資料を分析のソースとして用いて明らかにする．決

算短信には，事業者の売上額，営業利益額や雇用調整助

成金等の助成金の受給状況が四半期ごとに詳細に記述さ

れており，また，全ての上場企業が概ね同一の基準で決

算資料に記載していることから，信用性の高いエビデン

スデータに基づき議論することに意義がある． 
 

 
4. 上場事業者の決算資料による経営状況の分析 
 
(1) 分析の考え方と指標 

COVID-19 の感染拡大に伴う移動需要の低下により，

公共交通の輸送人員が大幅に減少し，交通事業者は深刻

なダメージを受けている．具体的には乗客の減少により

売り上げが減少し，また，消毒等の感染防止費用の増加

により，通常時にはない支出の増加も考えられる． 
上場企業の決算短信には，こうした要因による影響が，

営業収入や利益（営業利益・経常利益等）の項目に記述

される．また，雇用調整助成金等の補助を受けた場合，

その受給金額についても計上，記述されている． 
本研究では，COVID-19 による企業経営への影響を，

東京証券取引所（１部・２部）およびジャスダック市場

に上場する交通事業者の IR 情報（決算短信）から，

「売上額（営業収益）」，「営業利益・損失」，「助成

金の受給」を指標に，四半期毎の推移を分析する． 
具体的な分析の指標を表-1 に示す．「四半期別営業

収益(売上額)」「四半期別営業利益・損失額」は，対象

事業者の決算短信において設定されているセグメント情

報を基に，各セグメントを「交通部門」，「交通以外の

部門（例えば不動産，ホテル，流通事業など）」に分類

し，四半期単位で集計する． 
「対 2018年度同期比営業収益(売上額)」および「同・営

業利益・損失額」の増減率については，上記と同様にセ

グメント情報により分類し， 2018 年度の同一四半期を

比較の対象とし，増減率を算出する．なお，2018年度時

点で 赤字の事業者は，算出の対象外とする． 
「助成金の受給」は，決算短信の損益計算書に，項目

を設定し雇用調整助成金等の助成金の受給額を記載して

いる事業者について，2021年3月期(2020年4月〜2021年
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3月)の受給額を集計する．また，その金額について， 当
該期の営業収益（売上額）および営業利益・損失に対す

る比率を算出する．  
 
(2) 分析対象事業者 
分析の対象とする事業者は，東京証券取引所の市場第

一部，市場第二部，ジャスダックに株式を公開(上場)し，

四半期別にセグメント別の営業収益(売上額)および営業

利益・損失を公表している交通事業者である(表-2)．対

象事業者をバス，航空，私鉄，JR，物流の 5業種に分類

し，分析する． 
 

(3) 決算短信資料による集計分析 
a) 旅客事業者の 2018 年同期比の増減収・増減益の状

況 
はじめに，旅客事業者（バス・私鉄・JR・航空）の営業

収益の対 2018 年同一四半期を比較対象とした，営業収

益(売上額)の増収または減収となった事業者数を図-1 に，

営業利益・損失が増益・減益または赤字となった事業者

数を図-2に示す．なお，営業利益・損失(図-2)については，

2018年度が赤字であった事業者は分析の対象外としてい

る． 
営業収益(売上額)(図-1)について見ると，2020年に入り， 
 

表-1 分析の指標 
 項目 内容 

営業収益 
(売上額) 

四半期別 
営業収益(売上額) 

営業収益(いわゆる売上額)を
四半期別に集計．部門(セグメ

ント：交通部門と非交通部門)
別に集計 

増収・減収事業者数 
(2018年度同一四半期) 

2018年度の同一四半期を比較

対象とし，増収・減収となっ

た事業者の数 
営業利益 
・損失 

四半期 
営業利益・損失 

営業利益・損失額を四半期単

位で集計．部門(セグメント：

交通部門と非交通部門)別に集

計 
増益・減益・赤字事業

者数 
(2018年度同一四半期) 

2018年度の同一四半期を比較

対象とし，増収・減収となっ

た事業者の数 
助成金 
( 雇用調

整助成金

等) 

助成金受給率 雇用調整助成金等の助成金を

の受給額を公表した事業者数

の割合(2021年3月期の1年間) 
営業収益(売上額) 
対助成金額比 

雇用調整助成金等の助成金の

受給額が，営業収益(売上額)
に占める割合(2021年 3月期の

1年間) 
営業利益・損失 
対助成金額比 

雇用調整助成金等の助成金の

受給額が，営業収益・損失(売
上額)に占める割合(2021年3
月期の1年間) 

売上が2018年同期比と比較して増加したのはわずか3社
であり，ほとんどが減収となっている．さらに，2020年
4-6 月以降，10-12 月に至るまで，全ての上場旅客事業者

が減収となっている．2021 年 1-3 月にも，1 社を除き，

未だ減収が続いている．なお増加した 1 社(京福電気鉄

道)は大幅に増加したのではなく，1%の増収であった． 
 

表-2   分析対象事業者 
業種 対象事業者 

バス 神姫バス，神奈川中央交通，新潟交通 
私鉄 山陽電気鉄道，京福電気鉄道，名古屋鉄道，神戸電

鉄，南海電気鉄道，広島電鉄，西武 HD，新京成電

鉄，秩父鉄道，富士急行，京成電鉄，京王電鉄，小

田急電鉄．京浜急行電鉄．東京急行電鉄，相鉄HD，
東武鉄道 

JR 九州旅客鉄道，東海旅客鉄道，東日本旅客鉄道 
航空 ANAホールディングス，日本航空 
物流 SBSHD，SGHD，C&Fロジ，丸和運輸機関，日立物

流，エスライン，セイノーHD，福山通運，日本石油

輸送，ニッコン HD，トナミ HD，センコーGHD，丸
全昭和運輸，山九，ヤマトHD，日本通運，ハマキョ

ウ，鴻池運輸 
 

 
図-1 対2018年同一四半期比営業収益増収・減収事業者数

(N=25) 
 

 
図-2 対2018年同一四半期比営業利益の増益・減益・赤字事

業者数(N=22) 
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次に，営業利益・損失の増益・減益・赤字事業者数に

ついて見ると(図-2)，COVID-19 の影響は顕著に確認でき

る．COVID-19の感染拡大前であった 2019年に赤字であ

った事業者はほとんどなかったが，1 度目の緊急事態宣

言が発令された 2020年 4-6月には，全ての事業者が赤字

に転じた．その後，緊急事態宣言の緩和に伴い，赤字の

事業者の割合は減少し，GoTo トラベルなどの需要回復

策が講じられた 2020年 10-12月には，赤字の事業者の割

合が少なくなり，集計対象の 22社中 15社は，この四半

期には黒字に転じている．しかしながら再度の感染拡大

と，それに伴う緊急事態宣言が再度発令された2021年1-
3 月には，再び大多数の事業者が赤字に転じてしまって

いる． 
 
b) バス 

バス事業者(3 社) の四半期別・セグメント別営業収益

(売上額)の推移を図-3 に示す．総額についてを見ると，

2020年 3月期(1-3月)までは，従前とあまり変わらず，四

半期での営業収益(売上額)は，合計で 450億円程度で推

移していたが，1 度目の緊急事態宣言が発令された 2020
年 6月期(4-6月)には合計 281億円と，前年同期比約 4割
の減収となった．2020年 9月期(7-9月)には，合計の売上

額は 354億円となり，直前の期からは回復傾向に転じる

が，前年同期比の約 8割までの回復に留まっており，以

降は停滞が続いている． 
セグメント別に見ると，また，売上額の割合は，2020

年 6月期以降，交通以外のセグメントは概ね回復してい

るが，交通部門の回復は鈍い． 
次に，四半期営業利益・損失額の推移を図-4に示す．

2019年 9-12月で，合計で 28億円程度の黒字で推移して

いたが，2020年1-3月に交通部門が13億円の赤字に転じ，

2020年4-6月には合計65億と大幅な赤字が確認された．

以降，赤字の規模は縮小し，2020 年 10 月期(7-10 月)～
2021年1-3月をみると，交通以外の部門は23億円の黒字

に転じた．その一方で交通部門は赤字傾向が進行してお

り，黒字には程遠い状況である． 
 
c) 私鉄 

私鉄事業者(17社) の四半期別・セグメント別営業収益

(売上額)の推移を図-5 に示す．売上額全体でみると，

2020 年 1-3 月までは，四半期での営業収益(売上額)が，

合計 1兆 2,000億円程度で推移していたが，2020年 6月
4-6月には合計 8,559億円と，2019年 4-6月の営業収益額

に比べて約 3割の減収が確認された．以降は，合計 1兆
円程度で回復は停滞している． 
また売上額をセグメントの割合でみると，私鉄事業者

の場合，交通以外のセグメント（不動産・流通・ホテル

等）の売上が占める割合が，バスや後述する JR，航空

事業者と比較して高いが，COVID-19の感染拡大により 
 

 
図-3 四半期別・セグメント別営業収益(売上額)：バス 

 

 
図-4 四半期別・セグメント別営業利益・損失額：バス 

 

 

図-5 四半期別・セグメント別営業収益(売上額)：私鉄 
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交通部門以外のセグメントも，交通部門と同様に営業

収益(売上高)が低下している． 
次に，四半期・セグメント別営業利益・損失額の推移

を図-6に示す．2019年12月期(9-12月)まで，合計1,400億
円程度の黒字で推移していたが，2020年 3月期には交通

部門が赤字に転じ，2020 年 6 月期には合計 1,124億円の

赤字が確認された．以降は徐々に赤字から回復し，2020
年12月期には交通以外の部門が213億円の黒字に転じた

ものの， 2021年3月期には再び交通部門以外の利益が失

われ，交通部門の赤字も再び悪化しており，交通セグメ

ントは赤字の状態から脱していない．交通以外のセグメ

ントは，COVID-19の感染が小康状態であった2020年10-
12月には黒字となっている．  
 
d) JR 

JR(3 社)の四半期別・セグメント別営業収益(売上額)の
推移を図-7に示す．2019年9-12月までは，営業収益(売上

額)は合計 1兆 3,000億円程度で推移していたが，2020年
に入り，大幅な落ち込みが確認された．2020年 6月期 4-
6月には合計5,235億円と，前年同期比で約6割の減収と

なっている．特に交通部門の営業収入は，COVID-19 の

感染拡大前の 3 割程度まで落ち込んでいる．2020 年 7-9
月以降は，営業収益(売上額)は回復傾向に転じるものの，

感染が再度拡大した 2021年 1-3月には再び下落し，合計

で 7,703億円と，対 2019年同期比で約 6割の売上額に留

まっている．また，JR の場合，新幹線など都市間輸送

による収入の割合が大きいため全体に占める交通セグメ

ントでの収入の割合が高く，その分，感染拡大が全体の

収入に及ぼす影響も大きい． 
四半期別・セグメント別営業利益・損失額の推移を図

-8に示す．新幹線など長距離交通で得られる収入や利益

の割合が高いため，バスや鉄道と比較して，全体の利益

に対する交通セグメントでの利益の割合が極めて高いの

が特徴である．COVID-19 の感染拡大前は，全体の利益

は四半期単位で 3,700億程度で推移してきたが， 2020年
に入り，新型コロナウイルスの感染拡大に伴い，2021年
1-3 月には交通セグメントでの利益は消失し，赤字に転

じた．その後は 3社全体で大幅な赤字が発生している．

JR の場合，交通以外のセグメントでの利益が相対的に

低いこと，本業である交通セグメントの収益や利益の大

部分を，採算性の高い新幹線など長距離交通から得てお

り，これらが COVID-19 による緊急事態宣言の発令や移

動自粛の影響が直撃していることが窺える．  
 
e) 航空 

航空も JR と同様に，交通セグメントが全体に占める

割合が多く，交通事業による収益や利益の変動が，航空

事業者の経営を左右する． 
 

 

 
図-6 四半期別・セグメント別営業利益・損失額：私鉄 

 

 
図-7 四半期別・セグメント別営業収益(売上額)：JR 

 

 
図-8 四半期別・セグメント別営業利益・損失額: JR 
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四半期別・セグメント別営業収益(売上額)の推移を図-
9 に示す．2019 年 10-12 月までは，四半期での営業収益

(売上額)が合計9,000億円程度で推移していたが，2020年
に入り，収益は大きく落ち込んだ．緊急事態宣言が発令

された2020年4-6月には合計1980億円と，対前年比同期

比で約 8割の減収となった．その後はわずかに回復する

も，国外との渡航制限等の影響もあり，依然厳しい状態

が続いており，2021年1-3月では，COVID-19の感染拡大

前の約 6割の水準に留まっている．  
四半期別・セグメント別営業利益・損失額の推移を図

-10に示す． 2019年10-12月では，合計837億円の黒字と

なっていたが，2020年に入り一気に赤字に転じ，一度目

の緊急事態宣言が発令された2020年4-6月には合計2,884
億の赤字となった．その後，感染の小康化により売上が

回復した時期でも，依然として多額の赤字が発生してお

り，2020年10-12月には合計1,487億円の赤字となった．

その後も赤字が続き，四半期ごとに 2,000億円前後の赤

字が生じ続けている．  
 
f) 物流 

物流事業者(18 社)の四半期別・セグメント別営業収益

(売上額)の推移を図-11 に示す．旅客事業者とは異なり，

物流事業者の業績は堅調である．2019 年 12 月期までは，

四半期での営業収益(売上額)は，合計 2兆 2,000億円程度

で推移しており，2020 年 4-6 月の緊急事態宣言発出以降

も，売上額は同様の傾向が継続している．また，営業収

益に占める部門の割合も，ほとんど変動がない． 
四半期別・セグメント別営業利益・損失額の推移を図-
12 に示す．2019 年度の合計額と，2020 年度の合計額に

ついて，同様の傾向であり，2020 年 4-6 月の緊急事態宣

言発出後も赤字の期間はない． 
 

 
図-9 四半期別・セグメント別営業収益(売上額)：航空 

 
図-10 四半期別・セグメント別営業利益・損失額：航空 

 
 

 

図-11 四半期別・セグメント別営業収益(売上額)：物流 

 
 

 
図-12 四半期別・セグメント別営業利益・損失額：物流         
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c) 雇用調整助成金等助成金の受給状況 

雇用調整助成金等の受給状況について，バス・私鉄・

JR の旅客事業者および物流事業者を対象に，決算短信

に雇用調整助成金等の受給の記載がされている事業者の

割合(四半期単位)を 図-13 に示す．なお，事業者により

損益計算書で記載された項目や科目名が異なるが，どの

企業も営業外収益か特別利益に計上し，営業利益に計上

した事業者はない（表-3）．  
 バス・私鉄・JRの旅客事業者のうち，83%（23社のう

ち，19社が計上）が雇用調整助成金等の助成金を比較 
 

 
図-13 助成金(雇用調整調整均等)の受給率の四半期推移 

 

 
図-14 営業収益(売上額)対助成金額比 

 
図-15 営業利益・損失対助成金額比 

的早い時期から受給していることが確認できる．一方で

物流事業者は旅客事業者と比較して少なく，2021年 3月
期末で 44%(18 社のうち，8 社が計上)で確認がされてい

る． 
受給した雇用調整助成金等助成金について，営業収益

(売上額)に対する比率を図-14に，営業利益・損失に対 
 

表-3 2021年3月期の雇用調整助成金等助成金計上項目 
 計上項目 計上科目名 

バス 神姫バス 営業外収益 助成金収入 
神奈川中央交通 特別利益 助成金収入 

営業外収益 助成金収入 
新潟交通 営業外収益 雇用調整助成金 

私鉄 東武鉄道 営業外収益 助成金収入 
東京急行電鉄 特別利益 雇用調整助成金 
京浜急行電鉄 営業外収益 助成金収入 
小田急電鉄 特別利益 助成金収入 
京王電鉄 営業外収益 助成金等収入 
西武HD 特別利益 雇用調整助成金等受入額 
名古屋鉄道 営業外収益 雇用調整助成金 
富士急行 特別利益 雇用調整助成金 
京成電鉄 営業外収益 雇用調整助成金 
秩父鉄道 営業外収益 助成金収入 
広島電鉄 特別利益 新型コロナウイルス感染症に

係る助成金 
神戸電鉄 営業外収益 雇用調整助成金 
南海電気鉄道 特別利益 補助金 
山陽電気鉄道 営業外収益 雇用調整助成金 
京福電気鉄道 -- -- 
相鉄HD -- -- 
新京成電鉄 -- -- 

航空 ANAHD 営業外収益 雇用調整助成金 
日本航空 -- -- 

JR 九州旅客鉄道 営業外収益 雇用調整助成金 
東海旅客鉄道 営業外収益 雇用調整助成金 
東日本旅客鉄道 営業外収益 雇用調整助成金 

物流 セイノーHD 営業外収益 雇用調整助成金 
日本石油輸送 特別利益 雇用調整助成金 
トナミHD 営業外収益 新型コロナウイルス感染症に

よる雇用調整助成金等 
丸全昭和運輸 特別利益 補助金収入 
山九 営業外収益 助成金収入 
ハマキョウ 特別利益 新型コロナウイルス感染症に

よる助成金収入 
鴻池運輸 営業外収益 雇用調整助成金 
C&Fロジ -- -- 
SBSHD -- -- 
SGHD -- -- 
エスライン -- -- 
センコーGHD -- -- 
ニッコンHD -- -- 
ヤマトHD -- -- 
丸和運輸機関 -- -- 
日本通運 -- -- 
日立物流 -- -- 
福山通運 -- -- 

※ 2021年 3月期の決算短信に計上されている受給額であり， 
記載はないが，受給している事業者も存在する可能性がある 
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する比率を図-15 に示す．営業収益(売上額)に対する助

成金額を見ると，全ての業態において，売上額に対する

助成金の雇用調整助成金の受給額の割合は非常に小さい． 
営業利益・損失額に対する助成金額を見ると，受給額の

割合は小さく，損失（赤字）額に対し，特に私鉄では約

18％，JRでは約 1％と，ごく僅かであることが窺える． 
 
 

5. 分析のまとめと結論 
 
本研究では， COVID-19禍による各交通業界の経営へ

の影響について，現状を的確に把握するため，上場企業

が 3ヶ月単位で公開している売上額や営業利益の決算情

報，雇用調整助成金の受取状況を集計，解析した．  
その結果，JR，私鉄，バス，航空の 4業種について，

2020年から売上額は減収し，営業利益は著しい赤字とな

っており，交通部門については，COVID-19 が国内で確

認された2020年3月期から，既に減収，赤字となってい

た．また，緊急事態宣言期間中を含む同年 6月期以降は，

交通部門だけでなく，収益の大部分を占めていた交通以

外の部門の売上額，営業利益額も減少し，4 業種すべて

赤字に転じた．特に航空は減収額と赤字額が大きくなっ

ており，その後の回復傾向も最も小さくなっていること

から，交通において COVID-19禍による影響を最も受け

ている業種であることが確認された．その結果，特に旅

客単価が高く，収益性も高い幹線鉄道や航空便を運行す

る JR や航空事業者の経営への影響が特に顕著であるこ

とが裏付けられた． 
一方，物流に関しては，売上額と営業利益ともに例年

同様の推移となっており，他の 4業種に見られた減収，

赤字の傾向は見られなかった．また，交通部門に注目し

ても大きな変化は見られなかった． 
事業者の経営支援としての雇用調整助成金等の助成金

の受給状況としては，旅客事業者については，2020 年 9
月期以降，約 8割の企業が受取を公表する一方で，受給

した助成金額を営業収益(売上額)や営業損失に対する割

合で見ると，十分とは言い難い状況であることが明らか

となった． 
上記のことから，現在も COVID-19 の影響は継続し続

けており，公共交通の危機的状況も加速し，崩壊が近づ

いていると言っても過言ではない．赤字が積み重なる中，

今後は運転資金確保のため，資産の現金化等の手法も想

定される．今後も引き続き公共交通事業者の経営状況を

注視するとともに，特に，長期借入金や資産，資本など

のバランスシートの変化にも着目し，公共交通事業者の

フロートとストックの両面から経営への影響を分析する

とともに，人々の生活や経済活動への影響を最小化する

ための議論も必要である． 
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